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第４  労働保険料等の申告納付 
 

１．年度更新 
（１）年度更新とは 

労働保険料の保険年度は 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までです。労働保険料は毎年 6 月 1 日から

7 月 10 日までに当年度分の保険料額を概算で予め納付し、翌年度に確定精算を行う方式をとって

います。この処理は、労働保険料申告書（様式第 6 号）（以下、申告書という）により行います。

前年度の確定精算、当年度の概算保険料及び一般拠出金の申告・納付を合わせた手続きを「年度更

新」と呼びます。（一般拠出金の詳細は P42 を参照） 

各期保険料の法定納期は次のとおりです。 

 
 

対象保険料 
法定納期 

（土日にあたる場合は翌月曜日） 

前年度確定不足、第１期保険料 ７月１０日 

第２期保険料 １１月１４日 

第３期保険料 ２月１４日 

 

確定精算で不足が生じた場合（概算保険料だけで足りなかった場合）は、確定不足分を次年度の

概算保険料と同時に納付します。 

逆に、確定精算で余りが生じた場合（概算保険料より確定保険料が少なかった場合）は過納分を

次年度の概算保険料に充当することができます。 

 

（２）労働保険事務組合が行う「年度更新の手続き」の手順 

① 各委託事業主から「労働保険料等算定基礎賃金等の報告」（P36 参照）の配布・回収 

年度更新事務の手続きを行うため、各委託事業主に「労働保険料等算定基礎賃金等の報告」

（以下、賃金等の報告という）を配布して作成・報告を求めます。「賃金等の報告」には、前年

4 月 1 日から本年 3 月 31 日までの過去１年間（その年度の中途で事務を委託したものは、その

委託の日から本年 3 月 31 日まで。）に使用した労働者に支払った賃金の総額を記載します。 

労働保険事務組合（以下「事務組合」という）は、この「賃金等の報告」に基づき労働保険料

等を計算して納入通知を行います。 

 

② 納入通知書の作成・通知、労働保険料等の徴収 

事務組合は、委託事業主から提出された「賃金等の報告」に基づき労働保険料等を算定しま

す。算定後は、「労働保険料等納入通知書」（P37 参照）により納付すべき労働保険料等を通知

し、各委託事業主から納付すべき労働保険料等の交付を受けます。 

 

③ 「労働保険料領収書」の作成 

委託事業主から労働保険料等の交付を受けたときは、必ず「労働保険料等領収書」（P37 参照）

を交付してください。領収書は年度ごとにあらかじめ一連番号を付して使用してください。
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④ 「労働保険料等徴収及び納付簿」への記入 

「労働保険料等徴収及び納付簿」（P81 参照）とは、各委託事業主の納付すべき労働保険料等

の額や、延納の場合の各期分の納付額を記入するものです。 

 

⑤ 「保険料・一般拠出金申告書内訳」の作成 

すべての委託事業場から提出された「賃金等の報告」をもとに、基幹番号ごとに「保険料・一

般拠出金申告書内訳（以下、申告書内訳という）を記入し、労働保険料等を集計します。 

 

⑥ 「保険料・一般拠出金申告書」の作成 

 申告書内訳で集計した労働保険料等金額を「保険料・一般拠出金申告書」（以下、「保険料等申

告書」という）に転記し、必要事項を記入のうえ、「保険料等申告書」及び「申告書内訳」等を

歳入徴収官（埼玉労働局）に提出してください。 

 

⑦ 上記⑥で基幹番号ごとに作成した「保険料等申告書」に記入された期別納付額に、納付書を

添えて金融機関に納付してください。 

 

※組様式第 4 号（手書き用）など他の様式は厚生労働省ホームページをご覧ください

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudouhoken01/yousiki.html  
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○ 申告書内訳の記入例（手書用） 
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⑭
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年
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つ
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年
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は
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０
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3
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○
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○
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○
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○（
郵

便
番

号
×

×
×

管
 轄

Ⓐ
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Ⓖ
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×
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0
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．
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以
上

」
の

規
模

区
分

の
該

当
す

る
欄

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

令
和

４
年

度
の

年
度

更
新

時
に

概
算

保
険

料
と

し
て

申
告

し
て

い
た

額
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
た

だ
し

、
令

和
４

年
度

の
年

度
途

中
に

増
額

修
正

・
減

額
修

正
を

し
た

場
合

に
つ

い
て

は
そ

の
修

正
後

の
概

算
保

険
料

額
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

令
和

5

①
②

③
④

⑥
令

和
4

年
度

確
定

保
険

料
 ・

適
用

月
数

区
分

件

4

⑯

件
6

件

令
和

5

1
8
,1

8
3

2
,
2
1
6
,
0
7
3

円

労
働

保
険

番
号

A

と
同

一
の

も
の

計
Ⓖ

1
1
,7

4
1
,0

9
7

3
2

3
0

0

9
,5

2
5
,
0
2
4

円

9
0
9
,1

5
0

枚
の

う
ち

1
枚

目
概

算
0

令
和

4
年

度
確

定

年
度

小
　

　
　

　
　

　
　

　
計

1
0
5

両 保
A

1
8

件

Ⓐ
Ⓕ

2
7

甲

5
,6

3
2
,4

0
1

6
,1

0
8
,6

9
6

9
8

乙

計雇 用
9

件

労 災
B

2
5

A

口
座

振
替

納
付

書
事

務
組

合
は

申
告

書
と

申
告

書
内

訳
の

１
ペ

ー
ジ

目
に

口
座

の
ゴ

ム
印

を
押

印
し

て
く
だ

さ
い

。

（
郵

便
番

号
×

×
×

-
×

×
×

×
）

Ⓛ
Ⓜ

労
働

保
険

番
号

B

府
 県

所 掌
管

 轄
基

　
幹

　
番

　
号 1

0

令
和

雇
　

用
　

保
　

険
⑬

確
定

保
険

料
一

般
拠

出
金

⑱
⑲

Ⓙ
Ⓚ

1
1
,8

8
0
,2

8
5

×
×

3
0

申
告

済
概

算
保

険
料

⑰

1
0
0
0
分

の
1
5
.5

円
円

1
2

1
5
.5

　

1
9

5
,5

9
8
,7

9
8

6
,0

9
4
,8

6
1

1
1
,6

9
3
,6

5
9

労
 働

 保
 険

事
務

組
合

の
労

 働
 局

 用
名

　
　

　
　

称
労

働
保

険
事

務
組

合
○

○
商

店
街

振
興

組
合

　
所

　
　

在
　

　
地

○
○

市
○

○
　

○
－

○
－

○電
話

番
号

(
×

×
×

) 
-
 (

×
×

)
×

×
×

×
番

B
3

件
3
2

事
務

担
当

者
○

○
　

○
○

　
代

表
者

の
氏

名
○

○
　

○
○

氏
　

　
　

　
名

一
般

労
働

者
分

と
特

別
加

入
者

分
を

そ
れ

ぞ
れ

計
算

し
分

け
て

計
上

す
る

。

次
の

区
分

に
よ

り
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

た
だ

し
、

事
務

組
合

の
母

体
団

体
の

事

業
場

及
び

新
年

度
か

ら
新

規
委

託
の

事

業
場

は
除

き
ま

す
。

１
人

～
４

人
・
両

保
険

１
人

～
４

人
・
片

保
険

５
人

～
１

５
人

・
両

保
険

５
人

～
１

５
人

・
片

保
険

甲
Ａ

乙

Ｂ Ａ Ｂ

委
託

年
月

日
、

そ
の

理
由

、
委

託
前

の
労

働
保

険
番

号
等

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

4
.7
.2

個
別

よ
り

移
行

（
2
0
.1
.0
1
.2
1
2
5
1
1
）

に
よ

る
月

割
計

算
4
.1
0
.1
1
増

額
訂

正
済

4
.9
.2
8

委
託

解
除

移
行

に
よ

る
（
2
1
.1
.0
1
.3
0
4
2
1
0
）

月
割

計
算

4
.1
0
.1
1

減
額

訂
正

報
告

済

委
託

解
除

年
月

日
、

そ
の

理
由

、
次

の
労

働
保

険
番

号
等

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

口
座

ⓑⓐ

ⓓ
ⓕ

ⓖ

ⓗ
ⓘ

ⓙ
ⓚ

♣

「
申

告
書

」
に

印
書

の
「
申

告
済

概
算

保
険

料
」

と
同

額
と

な
っ

て
い

る
か

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。
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〇申告書の記入例 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

円千円

円

円

円

千円

千円

千円

（イ）+（ロ）

（ヌ）

（ル）

（ヌ）+（ル）

千円

千円

円

円

（イ）

（ロ）

（ニ）

（ホ）

（ニ）+（ホ）

㉓保険関係成立年月日

㉔事業廃止等理由

(1)廃止
(3)個別
(5)その他

（チ）　　　　　　１０００分の

(2)委託
(4)労働者なし

㉙
事
業
主 （ハ）氏名

（イ）住所

法人の時は

代表者の氏名

（ロ）名称

法人の時は主たる

事務所の所在地

㉕
事業又は
作業の種類

作成年月日

提出代行者

事務代理者の表示

氏名

電話番号（　　　　）　　　　　－　

社 会 保 険 労 務 士 記 入 欄

前期分

後期分

合計

（へ）

（ト）

（ヘ）+（ト）

（ハ）　　　　　　１０００分の

（ハ）　　　　　1000分の

労災保険率 確定保険料額 雇用保険分 保険料算定基礎額 雇用保険率 確定保険料額

0 987654

項

37

321

令和　5　年　6　月　12　日

第3片「記入に当たっ ての注意事項」をよく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。

円

⑲⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 申告済 概算 保険 料額

労災保険分

－

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の

4 月 1 日

項

20

から

(ﾛ)

令和

千円

4 月 1 日令和 4 年

継 続 事 業
申告書

項

1

※ 各 種 区 分

管轄(2) 保険関係等

石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

提 出 用

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

標準

字体

下記のとおり申告します。

様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）

労働保険 概算・増加概算・確定保険料

①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

× × × －

業 種 産業分類

あて先　〒３３０－６０１６

05 113 9416 921 1 3 × × 9 0 0 0
項
2 さいたま市中央区新都心１１番地２

ランド・アクシス・タワー15階
②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

× ×

元号

－
年

－
日 項

4

月

－
日 項

3

元号

－
月

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード

－
年

－
項

5

十 万 千 百 十 人 千 百 十 項

10

人 項

71 0 5
項

6

十 万

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 年 3 月

9 8 埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

項

9

31 日 まで

区 分 ⑧ 保 険 料 ・ 拠 出 金 算 定 基 礎 額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

から 令和 5
(注2) (注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

せ

ん

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

条

第

1

項

に

基

づ

き

、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

徴

収

す

る

一

般

拠

出

金

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

1 0
項

11 9 7
項

12
千円 円

1 1 7 4
， ， ， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

3 2
項

13
千円

5 6
円， ， ， ， ，

4 0 1
項

14

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

項
18

千円

項
196 1 0

円， ，
8 6 9 6

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
1一 般 拠 出 金

（注1）

項

35
，

8 1 8 3
項

36

(ｲ)

千円

まで

⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

円， ， ， ，

年 3 月 31 日概

算

･

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 5 年

労働保険料

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額

6

(ｲ) １０００分の (ｲ)
項

211 1 6 9
円， ， ， ， ，

3 6 5 9

9 8
項
22

千円
5 5

円， ， ， ， ，
7 9 8

項
23

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

9 4
項

26
千円

6 0
円， ， ， ， ，

8 6 1
項

27

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－
項

28 －
項

29 3
項

30延納の申請 納 付 回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい。

円

21 増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)●● ●●

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

1 円

差引額

充当額 139,188 円 円
31法人番号

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

項 ●

38円
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 項

39還付額
， ， ，

22
第

1

期

初

期

全

期
又

は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ)

(ﾍ)一般拠出金

(⑩の(ﾍ)‐㉒の(ﾎ))
(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

3,897,887 円 139,188 円 円 3,758,699 円 円 18,183 円 3,776,882 円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ))

3,897,886 円 円 3,897,886

27 特 掲 事 業

円

3,897,886 円 円 3,897,886 円

保険料算定基礎額

（ イ ） 該 当 す る

第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－22の(ﾁ))

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))

労働保険 （ ロ ） 該 当 し な い

26 加入している （ イ ） 労 災 保 険
（ ロ ） 雇 用 保 険

㉜

期

間
別

保

険

料
算

定

内

訳

(ロ)名　　称

(イ )所在地
28

事

業

前期分

後期分

合計

労災保険分

不足額

口 座

円未満の端数は1期に

計上してください。

（注2）

不足額

1:労働保険料
のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

口 座

⑧欄、⑫欄は空欄として
ください。

ａ b

g

d

f

h

k

i
j

L
OCRで読み取りますので、てい

ねいに記入してください。

♣

35
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〇申告書内訳の記入例（組機様式） 

 

⑤
　

保
険

料
・
一

般
拠

出
金

申
告

書
内

訳
(
組

機
様

式
使

用
の

場
合

）
⑴

　
一

元
適

用
事

業
に

お
け

る
一

般
保

険
料

の
算

定
に

つ
い

て

　
・ ・

⑵
　

一
元

適
用

事
業

に
お

け
る

一
般

拠
出

金
の

算
定

に
つ

い
て

・

所
掌

令
和

４

1
1

3
×

×
9
×

×
×

×
×

令
和

５
事

務
組
合
名

甲 乙 丙
(
円

)
(
円

)

人
千
円

円
千
円

円
甲

円
円

円
円

1
1
2
,
0
0
0

3
2

1
0
,
0
0
0

乙 丙

6
3

0
1

甲
1

1
8
,
0
0
0

4

乙 丙

6
4

0
1

甲
1

1
4
,
0
0
0

2

乙 丙

7
2

0
3

甲 乙 丙 甲
⑫ ⑫

乙 丙

人
甲

1
8 2

乙
9 3

丙
6

3
8

組
機

様
式

第
1
0
号

（
続

紙
）

所
掌

1
1

3
×

×
9
×

×
×

×
×

　
事
務
組
合
名

(
円

)
(
円

)

労
災

保
険

料
と

雇
用

保
険

料
を

そ
れ

ぞ
れ

個
別

に
算

定
し

両
者

を
合

算
し

て
労

働
保

険
料

と
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
が

、
徴

収
法

第
1
1
条

の
趣

旨
に

鑑
み

、
一

元
適

用
事

業
で

あ
っ

て
、

労
災

保
険

の
保

険
関

係
に

係
る

賃
金

総
額

と
雇

用
保

険
の

保
険

関
係

に
係

る
賃

金
総

額
が

同
じ

も
の

に
つ

い
て

は
、

一
般

労
働

者
に

係
る

賃
金

総
額

×
一

般
保

険
料

に
係

る
保

険
料

率
（
労

災
保

険
料

＋
雇

用
保

険
率

）
に

よ
り

一
般

労
働

保
険

料
額

を
算

定
す

る
。

上
記

に
よ

り
算

定
し

た
一

般
保

険
料

額
を

労
災

保
険

料
と

雇
用

保
険

料
に

そ
れ

ぞ
れ

記
載

す
る

。
な

お
、

0
.5

の
端

数
が

生
じ

た
場

合
は

、
便

宜
上

「
1
円

」
を

「
一

般
労

働
者

に
係

る
労

災
保

険
料

」
に

加
算

し
て

記
載

す
る

。
（
※

総
コ

ン
対

応
済

み
）

1
1
,
7
4
1
,
0
9
7

-
1
3
9
,
1
8
8

5
,
6
3
2
,
4
0
1

労
働
保
険

事
務

組
合

　
埼

玉
労

働
協

会

翌
年
度

か
ら

の
基
礎

日
額

一
般

拠
出

金
は

一
般

労
働

者
の

通
年

賃
金

総
額

（
特

別
加

入
者

は
除

く
）
×

一
般

拠
出

金
率

に
よ

り
算

定
す

る
。

0
0
1

6
,
1
0
8
,
6
9
6

9
8

合
　

　
　

　
　

計

1
8
,
1
8
3

【
 
合

　
　

　
　

　
計

 
】

4
3
2

〇
〇

運
送

0
1
1

率
一

般
拠
出
金
額

 
(
千
円

)
(
1
0
0
0
分
の

　
　
)

労
働

保
険

事
務

組
合

 
埼

玉
協

議
会

賃
金
総
額

枝 番 号

事
　
業
　
場
　
の
　
名

　
称

事
　
業
　
主
　
の
　
名

　
称

労
働

保
険

事
務

組
合

　
埼

玉
協

議
会

理
　

事
　

長
　

埼
玉

　
太

郎

事
務

担
当

者
　

所
沢

　
三

郎

府
県

管
轄

基
幹

番
号

枝 番 号

事
　
業
　
場
　
の
　
名
　
称

保
険

料
・

一
般

拠
出

金
申

告
書

内
訳

（
注

）
①

雇
用

保
険

料
欄

の
A
は

一
般

の
事

業
、

B
は

建
設

の
事

業
以

外
の

特
掲

事
業

、
C
は

建
設

の
事

業
を

あ
ら

わ
す

。
　

　
　

②
特

別
加

入
者

区
分

欄
の

１
は

継
続

、
２

は
変

更
、

３
は

脱
退

等
、

４
は

新
規

を
あ

ら
わ

す
。

2
1
,
6
0
9

0
.
0
2

1
0
5

4
,
7
2
2
,
7
9
8

5
,
6
1
1
,
3
2
5

令
和

4
年
度
 
確
定

事
　
業
　
主
　
の
　
名
　
称

賃
金

総
額

率
一

般
拠
出
金
額

(
1
0
0
0
分

の
　

)

労
働
保
険
番
号

5
,
5
9
8
,
7
9
8

1
1
,
6
9
3
,
6
5
9

6
,
0
9
4
,
8
6
1

8
7
6
,
0
0
0

3
,
9
1
3
,
6
9
9

5
3
,
0
7
3

0
.
0
2

1
,
0
6
1

〇
〇

工
業

(
株

)

雇
用
保
険
事
業
所
番
号

業
種

番
号

　
 
(
千
円

)

2
1
,
6
0
9
/
3
,
8
3
2

2
4
0
,
1
7
1

4
6
9
,
1
4
0

1
0
7
,
6
9
4

1
3
.
5
/
1
7
7
,
6
3
3
.
0

1
9
4
,
4
8
1
/
3
4
,
4
8
8

2
5
9
,
3
0
8

6
1
4
,
5
7
4

1
7
6
,
3
4
8

0
1
1

9
1
4
,
4
0
6
/
～

5
.
3
.
3
1

1
2
9
,
6
5
4
.
0

〇
〇
運
送

1
3
,
1
5
8
/
～

5
.
3
.
3
1

1
4
,
0
0
0

9
7
,
2
0
3
/
～
4
.
9
.
3
0

9
/
6
4
,
8
2
7
.
0

3
6
1
,
4
4
6

2
5
9
,
3
0
8

3
5
5
,
2
6
6

〇
〇

　
〇

6
,
5
8
3
/
～

4
.
9
.
3
0

9
.
5
/
6
2
,
5
3
8
.
5

6
9
,
7
2
0
/
1
1
,
4
9
7

〇
〇
皮
革
(
株
)

 
 
 
 
 
 
/
3
,
2
8
5

1
8
,
5
6
3
/
～

4
.
9
.
3
0

9
.
5
/
1
7
6
,
3
4
8
.
5

0
0
5

〇
〇

　
〇

7
1
9
,
9
2
0
/
～

4
.
9
.
3
0

3
.
5
/
6
9
,
7
2
0
.
0

2
5
7
,
5
6
5

7
2
5
7
,
5
6
5

2
5
,
0
8
3
/
～

4
.
9
.
3
0

2
6
,
8
5
1
/
～

5
.
3
.
3
1

1
3
.
5
/
3
6
2
,
4
8
8
.
5

9
.
5
/
2
3
8
,
2
8
8
.
5

3
4
4
,
9
7
4
/
5
2
,
1
9
5

1
5
4
,
8
1
4

4
0
1
,
9
1
4

1
,
1
0
3
,
0
2
3

5
3
,
0
7
4
/
8
,
0
3
0

6
0
0
,
7
7
7

1
,
1
5
2
,
7
6
0

4
0
1
,
9
1
4

7
0
1
,
1
0
9

〇
〇

　
〇

1
0
,
0
0
0

9
9
7
,
9
4
6

労
働
保
険
番
号

府
県

管
轄

基
幹

番
号

被
保

険
者

規
模

区
分

確
定

保
険

料
前

期
賃

金
/
期
間

率
/
前

期
保

険
料

一
般

保
険

料

№
氏

　
　

名
合

計
小

計

4
人

以
下

申
告

済
概

算
保

険
料

基
礎
日
額

区 分

〇
〇

　
〇

1
4
,
0
0
0

第
 
１

 
種

 
特

 
別

 
加

 
入

 
者

労
働

者
労

　
災

　
保

　
険

雇
　

用
　

保
　

険

確
　

　
定

　
　

保
　

　
険

　
　

料

労
災

保
険

雇
用

保
険

後
期
賃

金
/
期
間

後
期

保
険

料

概
　

算
　

保
　

険
　

料

通
年
賃

金
/
特
別

一
般

計
/
特

別
計

1
6
人

以
上

過
納

額

一
般

保
険

料

5
～

1
5
人

不
足

額

1
2

2
5
,
8
6
2
/
～

4
.
9
.
3
0
6
.
5
/
1
6
8
,
1
0
3
.
0

組
機
様

式
第
１

０
号

頁 頁

年
度

 
確

定

年
度

 
概

算

枝 番 号

事
　
業

　
場
　
の
　
名
　
称

常
時

使
用

事
　
業

　
主
　
の
　
名
　
称

保
険

料
・

一
般

拠
出

金
申

告
書

内
訳

雇
用
保
険
事
業
所
番
号

業
種

番
号

特
別

加
入

保
険

料

0
0
1

1
2

2
7
,
2
1
1
/
～

5
.
3
.
3
1

1
7
6
,
8
7
1
.
5

〇
〇
工
業
(
株
)

2
8

（
注

）
①

雇
用

保
険

料
欄

の
A
は

一
般

の
事

業
、

B
は

建
設

の
事

業
以

外
の

特
掲

事
業

、
C
は

建
設

の
事

業
を

あ
ら

わ
す

。
　

　
　

②
特

別
加

入
者

区
分

欄
の

１
は

継
続

、
２

は
変

更
、

３
は

脱
退

等
、

４
は

新
規

を
あ

ら
わ

す
。

小
計

前
期

賃
金

/
期

間

後
期

賃
金

/
期

間

前
期

率
/
保

険
料

後
期

率
/
保

険
料

一
般

保
険

料

2
,
2
1
6
,
0
7
3

1
1
,
8
8
0
,
2
8
5

2
7
1
,
3
6
5

4
1
0
,
5
5
3

2
8

R
4
.9
.2
8
委

託
解

除

R
4
.7
.2

個
別

よ
り

移
行
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○ 申告書の記入例 

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

(ロ)名　　称

( イ ) 所在地
28

事

業

前期分

後期分

合計

労災保険分 保険料算定基礎額

（ イ ） 該 当 す る

第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－ 22の(ﾁ))

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))

労働保険 （ ロ ） 該 当 し な い

26 加入している （ イ ） 労 災 保 険
（ ロ ） 雇 用 保 険 27 特 掲 事 業

円

3,897,886 円 円 3,897,886 円

円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ))

3,897,886 円 円 3,897,886

円 円 18,183 円 3,776,882

(ﾍ)一般拠出金

(⑩の(ﾍ)‐㉒の(ﾎ))
(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

3,897,887 円 139,188 円 円 3,758,699

22
第

1

期

初

期

全

期
又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ)

3 項
39還付額

， ， ，

2 3 4 5 1 21 2 3 4 5 1項 ●

38円

円

差引額

充当額 139,188 円 円
31法人番号

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

円

21 増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)● ● ●●

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

1

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を 付さないで下さい。

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

項

29 3
項

30延納の申請 納 付 回 数－
項

28

1
項
27

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

6 0
円， ， ， ， ，

8 6
項
26

千円
9 4

7 9 8
項

23

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

5 5
円， ， ， ， ，

9 8
項

22
千円

円， ， ， ， ，
3 6 5 9

項
211 1 6 9

6

(ｲ) １０００分の (ｲ)

概

算

･

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 5 年

労働保険料

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額

円， ， ， ，

年 3 月 31 日

8 3
項
36

(ｲ)

千円

まで

⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

，
8 1

項
35

一 般 拠 出 金
（注1）

6 9 6

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
1

6 1 0
円， ，

8
項
18

千円

項
19

4 0 1
項
14

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

5 6
円， ， ， ， ，

3 2
項
13

千円

， ， ， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

9 7
項

12
千円 円

1 1 7 4 1 0
項

11

(注2) (注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

せ

ん

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

条

第

1

項

に

基

づ

き

、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

徴

収

す

る

一

般

拠

出

金

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

31 日 まで

区 分 ⑧ 保 険 料 ・ 拠 出 金 算 定 基 礎 額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

から 令和 5 年 3 月

9 8 埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

項
9

項
6

十 万

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間

1 0 5
十 項

10

人 項
7

項
5

十 万 千 百 十 人 千 百

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード

－
年

－ －
月 日 項

4

月

－
日 項

3

元号元号

－
年

－

0 0 0 項
2 さいたま市中央区新都心１１番地２

ランド・アクシス・タワー15階
②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

× ×1 1 3 × × 9

業 種 産業分類

あて先　〒３３０－６０１６

05 113 9416 92

①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

× × × －

提 出 用

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

標準
字体

下記のとおり申告します。

様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）

労働保険 概算・増加概算・確定保険料
石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

令和 4 年

継 続 事 業
申告書

項

1

※ 各 種 区 分

管轄(2) 保険関係等

令和

千円

4 月 1 日

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の

4 月 1 日

項
20

から

(ﾛ)

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 申告済 概算 保険 料額

労災保険分

－

項
37

321

令和　5　年　6　月　12　日

第3片「記入に当たっ ての注意事項」をよく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。

円

⑲

0 987654

労災保険率 確定保険料額 雇用保険分 保険料算定基礎額 雇用保険率 確定保険料額

前期分

後期分

合計

（へ）

（ト）

（ヘ）+（ト）

（ハ）　　　　　　１０００分の

（ハ）　　　　　1000分の

㉕
事業又は
作業の種類

作成年月日

提出代行者

事務代理者の表示

氏名

電話番号（　　　　）　　　　　－　

社 会 保 険 労 務 士 記 入 欄

(2)委託
(4)労働者 なし

㉙
事
業
主 （ハ）氏名

（イ）住所

法人の時は

代表者の氏名

（ロ）名称

法人の時は主たる

事務所の所在地

（ニ）

（ホ）

（ニ）+（ホ）

㉓保険関係成立年月日

㉔事業廃止等理由

(1)廃止
(3)個別
(5)その他

（チ）　　　　　　１０００分の （ヌ）

（ル）

（ヌ）+（ル）

千円

千円

円

円

（イ）

（ロ）

㉜
期

間
別
保

険
料
算

定
内
訳

円千円

円

円

円

千円

千円

千円

（イ）+（ロ）

不足額

（注2）

不足額

1:労働保険料
のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

35
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（３）一般拠出金 

ア 一般拠出金とは 

「石綿による健康被害の救済に関する法律」（平成 18 年 2 月 10 日法律第 4 号）により石綿

（アスベスト）健康被害の救済費用に充てるため、平成 19 年 4 月 1 日から事業主が負担してい

るものです。 

イ 申告・納付の対象者とは 

労災保険適用事業場の全事業主が対象です。 

ただし、特別加入者や雇用保険のみ適用の事業場は一般拠出金の対象となりません。 

ウ 申告・納付方法 

労働保険（確定保険料）の年度更新の申告、納付と併せて行います。保険料と異なり確定精算

のみとなりますので、延納はできません。また、労災保険のメリット対象事業場についても、一

般拠出金にはメリット料率（割増、割引）はありません。 

エ 算定方法 

一般拠出金については次の方法により算定します。 

 

賃金総額（千円未満切捨て） × 一般拠出金率（０．０２） ＝ 一般拠出金 

 

※ 賃金総額は労災保険における賃金総額と同じ額になります。 

※ 一般拠出金率は業種にかかわらず０．０２／１０００です。 

※ 一般拠出金額に円未満の端数が生じた場合、円未満は切捨てとなります。 
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２．労働保険料等の口座振替制度 （徴収法第 21 条の 2） 

（１）口座振替による納付について 

    労働保険料等の納付は口座振替が可能です。振替納付の期日は以下のとおりです。 

 
 

対象保険料 
口座振替日 

（金融機関の休日の場合はその翌営業日） 

前年度確定不足、第１期分及び一般拠出金 ９月６日 

第２期保険料 １１月１４日 

第３期保険料 ２月１４日 

 

（２）口座振替納付の申出手続き（新規） 

   ア 口座振替を希望する場合は、埼玉労働局へ利用希望の相談をしてください。 

    ※利用を希望する法定納期日（口座振替日ではない）の３か月前までにご相談ください。 

  

イ アの相談後、埼玉労働局から事務組合に「口座振替納付書送付依頼書（新規）（以下「送付依

頼書」という）を送付しますので、必要事項記入後に金融機関へ提出し、確認印を受けてくださ

い。なお、様式は厚生労働省ホームページからもダウンロードできます（（３）参照）。 

    ※指定いただく口座は事務組合の労働保険料等専用口座となります。 

   

   ウ 金融機関の確認印を受けた後、金融機関提出用を除く３枚が返却されますので、送付依頼書３

枚すべてを埼玉労働局に提出してください。郵送の場合は返信用封筒をご用意ください。 

   

   エ 埼玉労働局で審査のうえ承認された場合は、依頼書納付者保管用に受付印を押印のうえ返送

いたします。 

 

   ※審査の結果、以下のときは口座振替納付制度の利用を認めない場合があります。 

   ① 現に滞納している労働保険料等があるなど、振替納付が確実になされるとは認められないと

き 

   ② 労働保険徴収関係手続（年度更新手続等）において適正な処理がなされていないとき 

   ③ そのほか口座振替が継続的に実施されるとは認められないなど、労働保険料等の納付が確実

かつ徴収上有利と認められないとき 

 

（３）口座振替納付の口座等の変更 

    口座振替納付用の口座の①口座名義、②種別若しくは口座番号、③届出印、④事務組合の住所に

変更が生じたときは、「口座振替依頼書（変更）」により、金融機関及び埼玉労働局に変更事項を

届け出てください。様式は厚生労働省ホームページからもダウンロードできます。 

口座振替の申込について｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)  

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/hokenryou/kouza_moushikomi.html 
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（４）その他の留意事項 

ア 振替不能が生じた場合の措置 

口座振替納付は、事務組合から所定の労働保険料等が振替期日に確実に納付されることを前提

にしていますので、事務組合は遅くとも振替期日の前日までに委託事業主から、その期日におい

て納付すべき全ての労働保険料等の交付を受け、口座振替納付用口座に預入しておいてください。 

  万が一滞納等により振替不能になる場合は、第４の４「滞納がある事務組合」（P63 参照）によ

り処理してください。 

 

イ 年度更新時の申告書等の提出期限 

   口座振替納付が認められている事務組合の概算・確定保険料及び一般拠出金の申告は、保険料

等申告書・申告書内訳の上部表題の右側のスペースに、それぞれ口座と朱書して、７月１０日ま

でに埼玉労働局へ提出してください。 

  ※振替期日とは異なります。  

 

この申告書の提出が遅れると、その年度の概算保険料第１期分・前年度確定保険料不足分及び

一般拠出金については納付書による窓口納付をしなければならないこととなります。 

 

ウ 口座振替納付される労働保険料等は、事務組合が事業主の委託を受けて納付すべき労働保険料

等（労働保険番号の基幹番号が９０万番台のものに係るもの）のすべてが対象となりますので、

その一部だけを対象にすることはできません。 

  ※メリット制適用事業場や末尾８の事業場も対象となります。 

 

（５）口座振替の解除 

   口座振替納付を認められた事務組合について、①口座振替の解除を希望する場合、②事務組合

が廃止になる場合は、解除の申請が必要です。この様式は厚生労働省ホームページには記載され

ていませんので、埼玉労働局へご相談ください。 

なお、次のような事情が生じた場合、その生じた事由等を勘案して、口座振替を解除すること

があります。 

（ア）口座の残高不足等により振替不能となり、以後も納付が確実に行われるとは認められないと

き 

（イ）申告書が 7 月 10 日までに提出されなかったことから振替納付が行われないこととなった場

合など徴収上有利でないと認められないとき 
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３．増減訂正 

（１）増減訂正とは 

 年度更新以降に、新規委託や委託解除及びその他の理由で概算保険料が変動した場合には、年度

更新で決定した概算保険料を増額・減額訂正する必要があります。この処理を「概算保険料の増額・

減額訂正」といいます。増減訂正を行わないと、増加、減少した保険料は労働局のシステムに登録

されないので増加した保険料の追加納付、減少した保険料の還付ができなくなります。 

 

（２）増減訂正の期限 

 増減訂正の期限は次のとおりです。 

◇増額訂正・概算修正（増額） 

期 提 出 期 間 摘  要 

２期 ９月１日～ ９月２０日 
２期及び３期分の納付書又は口座振替に反映

される。 

３期 １２月１日～１２月２０日 ３期分の納付書又は口座振替に反映される。 

 

◇減額訂正・概算修正（減額） 

期 提 出 期 間 摘  要 

２期 ９月１日～ ９月２０日 
３期分の納付書又は口座振替から反映され、そ

れを上回る額が２期分に反映される。 

３期 １２月１日～１２月２０日 ３期分の納付書又は口座振替に反映される。 

 

＜留意事項＞ 

①  12 月以降に生じた増・減額訂正は翌年度年度更新時期に申告してください。 

② 上記提出期間外の申告は受付できません。提出期間外に届いた書類は受理せず、そのまま返

却いたします。 

③ 減額訂正を行う場合、一般拠出金を併せて申告納付する必要はありません。一般拠出金の算

定を行い、委託事業場から徴収した上で翌年度の年度更新時に納付して頂きます。 

④ ただし、メリット事業場（委託個別）については確定精算となるため、一般拠出金の納付が

必要となります。 

⑤ 減額訂正については、必ずしも上記摘要の処理にならない場合があります。 

同一の基幹番号で同じ期に、増額訂正と減額訂正がある場合、申告書内訳は各々分けて作成し、

申告書はまとめて作成して下さい。 

⑥ 委託解除により減額訂正を行い一般拠出金がある場合は、別途委託事業場から交付を受けた

うえで、翌年度の年度更新において納付してください。 
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（３）提出書類 

   増減訂正に必要な書類は次のとおりです。 

○ 申告書 

○ 申告書内訳 

○ 上記以外に、内容に応じて確認書類を求めることがあります。 

 

（４）増額訂正の記入例 

 

  

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

71,427

項

39

円
31法人番号

概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

87654321

円

※修正項目※再入力区分

平成　　　　年　　　　月　　　　日

標準

字体

第3片「記入に当たっ ての注意事項」をよく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。

0 9

項
29

項
30延納の申請

円11,606,656
21

増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)● ● ●●

（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる

事業所の所在地
さいたま市中央区新都心11-2

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード

（ロ） 名　　称 埼玉協議会労働保険事務組合

29
26 加入している （ イ ） 労 災 保 険

（ ロ ） 雇 用 保 険

28 ( イ )所在地

事

業

（ハ） 氏　　名

理事長　埼玉　太郎(ロ)名　　称 法 人 の と き は

代 表 者 の 氏名

27 特 掲 事 業
労働保険 事

業

主

( 048円 330 ― 6016 ― 6203

電話番号

3,868,885 円 +35,713 円 3,904,598

円
理由

第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－22の(ﾁ))

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))
 (1)廃止　(2)委託

 (3)個別　(4)労働者なし

 (4)その他

郵便番号

) 600

H20.5.125

事業又は
作業の種類

24 事業廃止等

円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ))

3,868,885 円 +35,714 円 3,904,599

円 円 円

(ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)＋(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾎ)一般拠出金(⑩の(ﾍ)) (ﾍ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾎ)) 23 保険関係

期

別

納

付

額

成立年月日

円

22 第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ))

円

円 円

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

差引額

納 付 回 数

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい。

－－
項
28

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

， ， ， ， ，

(ﾎ)

項
27

(ﾎ)
(ﾎ) １０００分の

項
26

千円

円， ， ， ， ，

項

23

項

22
千円

労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

，
0

千円
1 1

円
8 3

項
217 8

，

労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

6
， ， ，

日 から 平成

項
20

年月 月 日 まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

⑪ 算 定 期 間 平成 年

円， ， ， ， ，

項
36

項
35

一 般 拠 出 金

項
18

項
19

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)

千円（注1）

円， ，

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

千円

円， ， ， ， ，

項

14

項

13
千円

労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

円， ， ， ， ，

項
12

労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

(注2) (注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

5

条

第

1

項

に

基

づ

き
、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

項
11

千円

月 日 まで

確
定

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

日 から 令和 年

埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

⑦ 算 定 期 間 令和 年 月

項

9

項

10

十 人 項

7

項

6

十 万 千 百

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人

－
日 項

4
項
5－

年

－
月月

－
日 項

3

元号元号

－
年

－

0 0 0
項
2 さいたま市中央区新都心１１番地２

②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

× × × × × －1 1 3 × × 9

管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

あて先　〒３３０－６０１６

項

1
※ 各 種 区 分

①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号

3
枝 番 号

2 7 0 0

下記のとおり申告します。

様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）

労働保険 概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
申告書

雇用保険分

雇用保険分

石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

提 出 用

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

（注2）

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 ⑲申告済概算保険料額

充当額

還付額

不足額
1:労働保険料

のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

口座振替利用の場合

口 座

増額訂正・概算（増額）修正

訂正申告の種類を記入する
減額訂正もある場合は「増減額訂正・
概算修正」と記入

増減訂正・概算修正の額を加味した概算
保険料を記入する

提出時点の基幹番号全体の申告済
概算保険料額（当該増額を含めな
い）を記入する

増減訂正、概算修正の額を合算した額
この例は、2期で提出した場合

当該増減訂正前
の、基幹番号全体
の期別納付額を
記入する

当該増減訂正に
よる、各期の基幹
番号全体の差額
を記入する

当該増減訂正後
の、基幹番号全
体の期別納付額
を記入する
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 〈
増
額

訂
正
・

概
算

修
正
（

増
額

）
の
申

告
の

記
入
例

〉
 

・
 
増
額
訂
正
及
び
概
算
修
正
（
増
額
）
は
同
一
の
内
訳
書
に
記
入
し
て

く
だ
さ
い
。

 

・
 
特
別
加
入
者
の
月
割
対
象
者
が
い
る
場
合
は
、「

特
別
加
入
保
険

料
算

定
基
礎
額
特
例
計
算
対
象
者
内
訳
」
を
併
せ
て
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
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（５）減額訂正 

減額訂正には滞納の有無により処理の方法が異なりますので、以下、２つのパターンに分けて説

明します。 

○滞納がない場合 

ア ２期の減額訂正（提出期限：９月２０日） 

【例 1】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合 ・・・ P49 

【例 2】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P50 

【例 3】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P51 

イ ３期の減額訂正（提出期限：１２月２０日） 

【例 4】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合・・・・ P52 

【例 5】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P53 

【例 6】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P54 

 

○滞納がある場合 

ア ２期の減額訂正（提出期限：９月２０日） 

【例 7】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合・・・・ P55 

【例 8】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・  P56 

【例 9】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P57 

イ ３期の減額訂正（提出期限：１２月２０日） 

【例 10】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合・・・・ P58 

【例 11】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P59 

【例 12】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合・・・・・・・・・・・・ P60 
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○滞納がない場合 

ア ２期の減額訂正（提出期限：９月２０日） 

【例 1】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額 ４万 

  

３期徴定額  ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

２期徴定額 ０万 

 

 

３期徴定額 ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 

   

35 万 1 万 4 万 

   

36 万 4 万 

  

※一般拠出金がある場合は、委託事業場 A への還付分から充当処理して翌年度の年度更新において納付して

ください。 

１期 

２期 

３期 

減額金額 ９万 【減額訂正後の概算 １１１万】 

          ４０万  

 △５万   →  ３５万 

 △４万    →  ３６万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額９万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期：４万減額 

 →納付不要 

③２期・３期の減額後、残

りの減額分１万を２期で

減額（還付） 

概算１２万  確定３万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 未納 

 ３期 ４万 未納 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

△５ 

△４ 
② 

③ 

②＋③ 

事務組合口座に残る分を

委託事業場 A に還付  は減額部分 

事務組合から国への納付分 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

３５万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３６万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１１万 

 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万－４万＝０万（納付不要） 

 ３期 ４万－４万＝０万 （納付不要） 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 

減額９万 

△４ 

① 

確定額と納付済額

との差額分 

減額訂正５万 

③ ② 

A 社分 

40 万 

① 

△１ 
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【例 2】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合 

  【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額   ４万 

  

３期徴定額  ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

２期徴定額   １万 

 

 

３期徴定額  ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 

   

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

３７万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３６万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１３万 

36 万 1 万 3 万 

   

36 万 4 万 

   

 

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。 

  

１期 

２期 

３期 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 

減額７万 

減額金額 ７万 【減額訂正後の概算 １１３万】 

         ４０万 

△３万   →  ３７万 

△４万    →  ３６万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額７万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期：３万減額 

 →１万納付 

 

 

概算１２万  確定５万 
 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 未納 

 ３期 ４万 未納 

 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 
 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万－３万＝１万  

 ３期 ４万－４万＝０万（納付不要）  

A 社分 

事務組合から国への納付分 

40 万 

△４ △３ 

① ② 

② 

は減額部分 

① 
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【例 3】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額 ４万 

   

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

 

 

２期徴定額  １１万 

 

３期徴定額 ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 4 万 3 万 

    

36 万 4 万 

  

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。 

１期 

２期 

３期 

確定不足３万 【増額訂正後の概算 １２３万】 

１期          ４０万 

２期 ＋７万   →  ４７万 

３期 △４万    →  ３６万 

【増額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正増額３万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期：３期減額分４万

を増額 

③２期：確定不足３万を

増額 

→１１万納付 

概算１２万  確定１５万  

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 未納 

 ３期 ４万 未納 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

③

① ② 

③ ②＋③ 

増額訂正７万 

 は減額部分 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４７万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３６万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１２３万 

 

+４ 

+３ +７ 

△４ 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万＋４万（３期分）＋３万（不足分）＝１１万 

 ３期 ４万－４万＝０万（２期で納付） 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 

確定不足３万 

② 

事務組合から国への納付分 
① 

A 社分 

47 万 
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イ ３期の減額訂正（提出期限：１２月２０日） 

【例 4】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額   ４万 

納付済 

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

 

２期徴定額  ４万 

納付済 

 

３期徴定額 ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

  

 

  

 

33 万 3 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

※一般拠出金がある場合は、委託事業場 A への還付分から充当処理して翌年度の年度更新において納付

してください。 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 

減額７万 

１期 

２期 

３期 

減額金額 ７万 【減額訂正後の概算 １１３万】 

１期       →  ４０万 

２期       →  ４０万 

３期 △７万    →  ３３万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額７万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

→納付不要 

②３期の減額後、残り

の減額分３万を３期で

減額（還付） 

概算１２万  確定５万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 納付済 

 ３期 ４万 未納 

 は減額部分 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

事務組合から国への納付分 

①

② 

①＋② 

事務組合口座に残る分を

委託事業場 A に還付 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３３万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１３万 

 

 １期 ４万 納付済 
 ２期 ４万 納付済 
 ３期 ４万－４万＝０万（納付不要） 

－３ 

－４ 

－７ 

A 社分 

40 万 

② ① 

減額訂正７万 
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【例 5】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額   ４万 

 納付済 

３期徴定額  ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

２期徴定額  ４万 

納付済 

 

３期徴定額 １万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 1 万 3 万 

   

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。  

１期 

２期 

３期 

減額金額 ３万 【減額訂正後の概算 １１７万】 

１期          ４０万 

２期           ４０万 

３期 △３万    →  ３７万 

【訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額３万の内訳＞ 

①３期：３万減額 

 →１万納付 

概算１２万  確定９万 

 １期 ４万 納付済 
 ２期 ４万 納付済 
 ３期 ４万 未納 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

① 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３７万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１７万 

 

 １期 ４万 納付済 
 ２期 ４万 納付済 
 ３期 ４万－３万＝１万 

－３ 

 は減額部分 

A 社分 

40 万 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 

減額３万 

① 事務組合から国への納付分 
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【例 6】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額   ４万 

納付済 

３期徴定額  ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

２期徴定額  ４万 

納付済 

 

３期徴定額 ７万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 3 万 

   

   

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。 

 
 

１期 

２期 

３期 

確定不足３万 【増額訂正後の概算 １２３万】 

１期       →  ４０万 

２期       →  ４０万 

３期 ＋３万    →  ４３万 

【増額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正増額３万の内訳＞ 

①３期：不足分３万を増額 

→７万納付 

概算１２万  確定１５万 

 １期 ４万 納付済 
 ２期 ４万 納付済 
 ３期 ４万 未納 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

①

不足３万増額 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

４３万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１２３万 

 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 

確定不足３万 

 １期 ４万 納付済 
 ２期 ４万 納付済 
 ３期 ４万＋３万（確定不足分）＝７万 

A 社分 

43 万 

+３ 

① 
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○滞納がある事業場が委託解除する場合  
ア 2 期の減額訂正（提出期限：９月２０日） 
【例 7】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 ２万 

  滞納 ２万 

２期徴定額  ４万 

  

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額  ２万 

納付済  ２万 

滞納   ２万 

 

２期徴定額   ０万 

 

３期徴定額 ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 2 万 2 万 

    

36 万 4 万 

  

35 万 1 万 4 万 

   

※一般拠出金がある場合は、委託事業場 A への還付分から充当処理して翌年度の年度更新において納付して
ください。 

 

１期 

３期 

減額金額 １１万 【減額訂正後の概算 １０９万】 

１期 △２万   →   ３８万 

２期 △５万   →  ３５万 

３期 △４万    →  ３６万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額１１万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期：４万減額 

 →納付不要 

③１期：２万減額 

 →納付不要 

④ １期・２期・３期の減額

後、さらに充当額１万を２期

概算１２万  確定１万 

 １期 ２万 納付済／２万 滞納 

 ２期 ４万 未納 

 ３期 ４万 未納 

 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

① 
② 

③ 

確定精算の結果、滞納分２万は納付する

必要がなくなり、徴定額から減額する。 

②＋④ 

④ 

 は減額部分 

事務組合から国への納付分 

事務組合口座に残る分を

委託事業場 A に還付 

確定額と納付済額

との差額分 ① 

③ 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

３８万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

３５万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３６万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１０９万 

 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 
減額１１万 

 １期 ２万 納付済 ／ ２万（滞納）－２万＝０万（納付不要） 

 ２期 ４万－４万＝０万（納付不要）  

 ３期 ４万－４万＝０万（納付不要）  

－２ 

－４ 

－１ 

－５ －４ 

A 社の滞納額分を減額することで滞納

が解消される 
減額訂正５万 

④ ② 

A 社分 

40 万 

２期 
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【例 8】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

    滞納 ４万 

２期徴定額  ４万 

  

３期徴定額  ４万 

 

 

１期徴定額   ３万 

滞納 ３万 

 

２期徴定額  ０万 

 

 

３期徴定額  ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

36 万 3 万 1 万 

   

36 万 4 万 

  

36 万 4 万 

   

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。 

【例 9】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 
減額９万 

１期 

２期 

３期 

減額金額 ９万 【減額訂正後の概算 １１１万】 

１期 △１万   →  ３９万 

２期 △４万   →  ３６万 

３期 △４万    →  ３６万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額９万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期：４万減額 

 →納付不要 

③１期：１万減額 

 →滞納３万 

 
概算１２万  確定３万 
 １期 ４万 滞納 
 ２期 ４万 未納 
 ３期 ４万 未納 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

確定精算の結果、滞納額（１期４万）
のうち、１万は納付する必要がなく
なり、徴定額から減額する。 

 は減額部分 

① 

③

 は滞納部分 

事務組合から国への納付 

① ② ③ 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

３９万 

（滞納３万） 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

３６万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３６万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１１万 

 

 １期 ４万（滞納）－１万＝３万（滞納） 
 ２期 ４万－４万＝０万（納付不要） 
 ３期 ４万－４万＝０万（納付不要） 

－１ －４ －４ 

A社分 

３万は A 社の滞納として残る ② 

40 万 
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【委託事業場 A】 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

   滞納 ４万 

２期徴定額  ４万 

   

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

滞納   ４万 

 

２期徴定額 １１万 

 

３期徴定額 ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 4 万 3 万 

    

36 万 4 万 

  

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。 

１期 

２期 

３期 

確定不足３万 【増額訂正後の概算 １２３万】 

１期       →  ４０万 

２期 ＋７万   →  ４７万 

３期 △４万    →  ３６万 

【増額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正増額３万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期：３期減額分４万を

増額 

③２期：確定不足３万をさ

らに増額 

→１１万納付 

※１期４万の滞納は残る 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

① 
② 

③ 

②＋③ 

は減額部分 

③ 

増額訂正７万 

３万は A 社の滞納として残る 

② 

は滞納部分 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

（滞納４万） 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４７万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３６万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１２３万 

 

概算１２万  確定１５万 

 １期 ４万 滞納 
 ２期 ４万 未納 
 ３期 ４万 未納 

＋７ 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 
確定不足３万 

 １期 ４万 滞納 
 ２期 ４万＋４万（３期分）＋３万（不足分）＝１１万  
 ３期 ４万－４万＝０万（納付不要） 

＋４ 

＋３ 

－４ 

事務組合から国への納付分 

A 社分 

47 万 

① 
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イ 3 期の減額訂正（提出期限：１２月２０日） 

【例 10】確定保険料が納付済概算保険料を下回り、還付が発生する場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

２期徴定額   ４万 

 滞納  ４万 

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額    ４万 

納付済 

 

２期徴定額  ０万 

滞納 ４万 

 

３期徴定額 ０万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

35 万 1 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 

  

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。  

１期 

２期 

３期 

減額金額 ９万 【減額訂正後の概算 １１１万】 

１期       →  ４０万 

２期 △４万   →  ３６万 

３期 △５万    →  ３５万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額９万の内訳＞ 

①３期：４万減額 

 →納付不要 

②２期滞納分４万減額 

 →納付不要 

③２期・３期の減額後、残

りの減額１万を３期で減

額（還付） 

 

概算１２万  確定３万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 滞納 

 ３期 ４万 未納 

事務組合口座に残る分を

委託事業場に還付  は減額部分 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

事務組合から国への納付分 

①＋③ 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

３６万 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３５万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１１万 

 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 
減額９万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万（滞納）－４万＝０万（納付不要）  

 ３期 ４万－４万＝０万（納付不要） 

① 

② 

③ 

確定精算の結果、滞納分４万は納付する必要

がなくなり、徴定額から減額する。 

－４ 

－５ 
－１ 

４万減額により滞納がなくなる 
② 

A 社分

40 万 

確定額と納付済概算

保険料額との差額分 

減額訂正５万 

① ③ 

－４ 
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【例 11】確定保険料が納付済概算保険料を上回る場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額  ４万 

滞納  ４万 

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

２期徴定額  ４万 

滞納  ４万 

 

３期徴定額 １万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

36 万 1 万 3 万 

  

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。 

  

１期 

２期 

３期 

減額金額 ３万 【減額訂正後の概算 １１７万】 

１期       →  ４０万 

２期       →  ４０万 

３期 △３万    →  ３７万 

【減額訂正前の概算 １２０万】 

＜訂正減額３万の内訳＞ 

①３期：３万減額 

 →１万納付 

※２期の滞納は残る 

 

概算１２万  確定９万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 滞納 

 ３期 ４万 未納 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 
訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

（滞納４万） 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

３７万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１１７万 

 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 
減額３万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 滞納 

 ３期 ４万－３万＝１万 

① 

A 社分 

① 

－３ 

40 万 

 は減額部分  は滞納部分 
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【例 12】確定保険料が申告済概算保険料を上回る場合 

【委託事業場 A】 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期徴定額  ４万 

納付済 

２期徴定額  ４万 

滞納  ４万 

３期徴定額 ４万 

 

 

１期徴定額   ４万 

納付済 

 

２期徴定額  ４万 

滞納   ４万 

 

３期徴定額 ７万 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 万 4 万 3 万 

   

36 万 4 万 

   

36 万 4 万 

   

※一般拠出金がある場合は、別途委託事業場 A から交付を受けたうえで、翌年度の年度更新において納付して

ください。  

 

＜訂正増額３万の内訳＞ 

①不足分３万を増額 

→７万納付 

※２期の滞納は残る 

 

概算１２万  確定１５万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 滞納 

 ３期 ４万 未納 

確定不足３万 【増額訂正後の概算 １２３万】 

１期       →  ４０万 

２期       →  ４０万 

３期 ＋３万    →  ４３万 

【増額訂正前の概算 １２０万】 

【期別納付額】 

１期 ４０万 

２期 ４０万 

３期 ４０万 

１期 

２期 

３期 

① 

不足３万増額 

訂正前 訂正後 

１期徴定額 

４０万 

１期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

２期徴定額 

４０万 

（滞納４万） 

３期徴定額 

４０万 

３期徴定額 

４３万 

年度合計額 

１２０万 

年度合計額 

１２３万 

 

申告済概算保険料と確定保険料の差額 
確定不足３万 

 １期 ４万 納付済 

 ２期 ４万 滞納 

 ３期 ４万＋３万（確定不足分）＝７万 

＋３ 

①

 は滞納部分 

A 社分 

43 万 
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 ○減額訂正の記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

雇用保険分

雇用保険分

石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

提 出 用

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

下記のとおり申告します。

様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）

労働保険 概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
申告書

2 7 0 0
項
1

※ 各 種 区 分
①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号

3
枝 番 号 管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

あて先　〒３３０－６０１６

× × × －1 1 3 × × 9 0 0 0
項
2 さいたま市中央区新都心１１番地２

②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

× ×

元号

－
年

－
月

－
日 項

3

元号

－
年

－
月

－
日 項

4
項
5

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人 項

6

十 万 千 百 十 人 項

7

項

9

項

10 埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

⑦ 算 定 期 間 令和 年 月 日 から 令和 年 月 日 まで

確
定

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）
(注2) (注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

5

条

第

1

項

に

基

づ

き
、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

項
11

千円

労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)
項
12

円， ， ， ， ，

労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)
項
13

千円

項
14

円， ， ， ， ，

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

千円 円， ，

項

19

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)

千円

項

18

一 般 拠 出 金

（注1）

項
36

項
35

年

円， ， ， ， ，

月 日 まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

⑪ 年月算 定 期 間 平成 日 から 平成

項
20

労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

8
， ， ， 円

1 8
項
219 1

， ，
4

千円
8

労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)
項

22
千円

項

23
円， ， ， ， ，

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の
項
26

千円

項
27

， ， ， ， ，

(ﾎ)

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－
項
28 －

納 付 回 数

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい。

－

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

円 円

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

22 第

1

期

初

期

全

期

又

は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ))

円

(ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)＋(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))
(ﾎ)一般拠出金(⑩の(ﾍ)) (ﾍ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾎ)) 23 保険関係

期

別

納

付

額

成立年月日

3,963,424 円 △186,225 円 3,777,199 円 円 円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ))

3,963,424 円 △1,520,129 円 2,443,295

H20.5.125

事業又は
作業の種類

24 事業廃止等
円

理由
第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－22の(ﾁ))

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))
 (1)廃止　(2)委託

 (3)個別　(4)その他

郵便番号

) 600 ― 6203

電話番号

3,963,424 円 △1,292,500 円 2,670,924

27 特 掲 事 業
労働保険 事

業

主

( 048円 330 ― 6016

28 ( イ )所在地

事

業

（ハ） 氏　　名

理事長　埼玉　太郎(ロ)名　　称 法 人 の と き は

代 表 者 の 氏名

※データ指示コード

（ロ） 名　　称 埼玉協議会労働保険事務組合

29
26 加入している （ イ ） 労 災 保 険

（ ロ ） 雇 用 保 険
（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる

事業所の所在地
さいたま市中央区新都心11-2

※検算有無区分 ※算調対象区分

円11,890,272
21

増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)● ● ●●

※再入力区分

平成　　　　年　　　　月　　　　日

標準

字体

第3片「記入に当たっ ての注意事項」をよく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。

0 9

項
29

項
30延納の申請

※修正項目

概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

87654321

円

△2,998,854
差引額

円
31法人番号

項
39

（注2）

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 ⑲申告済概算保険料額

充当額

還付額

不足額
1:労働保険料

のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

口座振替利用の場合

口 座

減額訂正・概算（減額）修正

訂正申告の種類を記入
する
増額訂正もある場合は
「増減額訂正・概算修正」
と記入

増減訂正・概算修正の額を加味した概算
保険料を記入する

提出時点の基幹番号全体の申告済
概算保険料額（当該減額を含めない）
を記入する

拠出金額については次年度の
年度更新時に納付するため、
記載する必要なし

（注2）

当該増減訂正前
の、基幹番号全
体の期別納付額
を記入する

当該増減訂正によ
る、各期の基幹番号
全体の差額を記入
する

当該増減訂正後
の、基幹番号全
体の期別納付額
を記入する

次年度の年度更新時に納付する
ため、記載する必要なし

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 ⑲申告済概算保険料額

充当額

還付額

不足額
1:労働保険料

のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当
増減訂正、概算修正の額を合算した額

この例は、2期で提出した場合
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〈減額訂正・概算修正（減額）の申告の記入例〉 

・減額訂正及び概算修正（減額）は同一の内訳書に記入してください。 

・一般拠出金がある場合は、翌年度の年度更新において納付してください。 

・ただし、メリット対象事業場は確定精算の廃止申告となりますので、一般拠出金の納付も必要に

なります。 

・特別加入者の月割対象者がいる場合は、「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」を併せ

て添付してください。 
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４．滞納がある事務組合 

（１）保険料の納付について 

法定納期日までに委託事業主から保険料の全部または一部の交付を受けられなかった場合は、次

により納付してください。 

ア 保険料を納付書により納付している事務組合 

納付書に、滞納額を差し引いた金額を記入して納付してください。 

イ 口座振替により保険料を納付している事務組合 

滞納事業場が生じた末尾については、その末尾全額について振替金融機関に引き落とし停止の

連絡を行い、滞納事業場の期別の滞納額を除いた金額を記載した納付書により納付してください。

滞納事業場がメリット事業場である場合は、そのメリット事業場の引き落としについて、停止を

依頼してください。 

 

（２）滞納事業場報告の提出 

委託事業場から法定納期日までに労働保険料等の交付を受けられなかった場合には、法定納期日

をもって滞納事業場を把握し、「労働保険料等滞納事業場報告書」（様式第９号、以下「滞納事業場

報告」という。）を作成の上、法定納期日の翌日から１５日以内（期間厳守）に提出してください。 

     

◇報告期限 

期別 納付期限 報告期限 

１期（口座振替以外） ７月１０日 ７月２５日 

１期（口座振替） ９月６日 ９月２１日 

２期 １１月１４日 １１月２９日 

３期 ２月１４日 ３月１日 

 

※上記の納付期限が土日および祝日にあたる場合は、翌開庁日が納付期限となることによっ

て、滞納事業場報告の報告期限も変更が生じます。 
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各期の納付期限

の日付を記入。 

1 期：7 月 10 日 

2 期：11 月 14 日 

3 期：2 月 14 日 

※納付期限が土曜

日 の 場 合 は そ の

翌々日、日曜の場合

はその翌日が納付

期限となる。 

合計を記入。 

徴定区分は右下にある凡

例を参考にしてください 

滞納事業場の「枝番号」、「徴定

年度」、「徴定区分」を記入。 

＜例：徴定年度－徴定区分＞ 

5 年度概算 1 期：０５－２１ 

4 年度確定不足：０５－６２ 

5 年 度 拠 出 金：０５－７２ 

○滞納事業場報告書の記入例 
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（３）督促状の送付 

滞納事業場に対する督促状は、事務組合あてに一括して送付しますので、該当事業場に通知して

ください。 

また、督促状が送付され、督促状の指定納期までに労働保険料等が完納されない場合は、法定納

期を過ぎてもなお未納であった保険料等の額につき、法定納期日の翌日から完納日の前日までの延

滞金が課されますので、事業場から滞納保険料等の交付を受けた場合は、直ちに納付してください。 

 

（４）納付の督励を行う 

滞納後も納入しない事業主には定期的に連絡し、納付を督励していただくとともに、督励を行っ

た記録（P66 参照）を必ず残すようにしてください。 

事務組合からの督励のみでは徴収が困難な事業主に対しては、事務組合が希望する場合「納入催

告書」を交付いたしますので、交付を希望する場合は P67 の埼組様式第 1 号を作成し、事務組合

が行った納入督励の記録等と併せてご提出ください。 

 

（５）労働保険料等納入事業場報告書の提出 

滞納事業場報告書に記載されている委託事業場に係る労働保険料等を納入したときは、これを 1

か月ごとにとりまとめ翌月の 10 日までに「労働保険料等納入事業場報告書」（組様式第 10 号、以

下「納入事業場報告書」という。）により報告してください。 

記入の際は、納入する期別ごとに一段ずつ記入し、１つの段に複数の期別の納入分をまとめて記

入しないようにお願いします。 

なお、延滞金及び内部相殺金を納入した場合も、納入事業場報告書をご提出いただきますようお

願いします。その際、備考欄に必ずその旨を記入してください（P69 参照）。 
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○滞納事業場納入督励事跡の記入例 

  

年度
前年度

確定不足
全期・１期 ２期 ３期 延滞金（保） 一般拠出金 延滞金（拠）

平・令　５　年度 ¥50,000 ¥100,000 ¥500

平・令　　　年度

平・令　　　年度

平・令　　　年度

日付 事組　担当者 事業場　応対者 応対方法

　　　　　　　　　　　　　　　　滞納事業場納入督励事跡　　　　　　　　　　　　　（記入例）

規約より事務組合への前年度不足及び１期概算保険料等の

納付期限R5.7.10を過ぎても納付がないため、事業場へ電話。
不在のため、留守番電話へ納付するように督励のメッセージを残す。

R5.7.28 労働　太郎
郵送・電話・訪問・

呼出

R5.8.3 労働　太郎 徴収　花子
郵送・電話・訪問・

呼出

滞納事業場　名称 △□海運　株式会社

滞納保険料等　内訳

内容

事務組合　名称 ○×労働保険事務組合

滞納事業場　労働保険番号 １１―３―０１―９９９９９０―９９９

労働　太郎
郵送・電話・訪問・

呼出

R5.8.12 労働　太郎
郵送・電話・訪問・

呼出

R5.8.10

代表取締役　徴収花子　様より電話。

資金繰りが厳しく、現金、預金が不足しているとのこと。
取引先から直近の入金がR5.8.10の予定なのでそこまで待ってほしいとのこ
と。

労働局へ当事業場分の第一期滞納事業場報告を郵送提出。

R5.8.3の電話連絡以降、連絡および入金なし。

電話するも不在。留守番電話に督励のメッセージを残す。
また納付するよう督励の文書を送付。
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埼組様式第 1 号 

令和  年  月  日 

 

埼玉労働局労働保険特別会計歳入徴収官 殿 

 

労働保険事務組合    

 

                                          

 

労働保険料等納入催告の依頼について 
 

令和  年  月  日現在、下記事業場の保険料等が、納入期限を経過しても未納となっ

ていますので、納入催告書の交付を依頼します。 

 

記 

 

 

労働保険 

番号 

府県 所掌 管轄 基幹番号 

    

枝番号 

事業所名称 

及び 

所在地 

未納保険料等内訳 

備考 

 

未納理由 

  

年度確定不足    

年度概算 期    

年度一般拠出金   

合  計   

  

年度確定不足    

年度概算 期    

年度一般拠出金   

合  計   
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埼組様式第２号  

                                               第            号

                                               令和  年  月  日  

 

 殿 

 

 

                            埼玉労働局労働保険特別会計歳入徴収官  

 

 

労働保険料等の納入催告について  

 

 

   令和 年 月 日現在、未納となっている下記労働保険料等を、至急、あな

たが事務委託している｢○○○○労働保険事務組合｣へ納付されるよう催告い

たします。  

なお､労働保険料等を完納しないときは､財産差押えの処分を行うこととなる場合もあ

りますのでご留意ください｡ 
 

記 

 

未納となっている労働保険料等 
備  考 

内   訳 金   額 

令和  年度 確定不足    

令和  年度 概算 １ ・ ２ ・ ３ 期   

令和  年度 一般拠出金    

合  計   

 

 

注意１・労働保険料等を指定期限までに完納しないときは、納期期限の翌日から納入の

    日の前日までの間について保険料等の額につき法に定める割合で計算した額の

    延滞金の金額をあわせて納入していただきます｡ 

２・本状到達後、早急に納付できない事情のある場合は、必ず委託先労働保険事務

組合へ相談してください。  

公 

印 

 

納入催告書には委託手数料等の記載

はできませんのでご注意ください。 

参 
 

考 
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○納入事業場報告書の記入例 

  

銀行に納付した日を記入。 

滞納報告書で記入した「枝番号」、

「徴定年度」、「徴定区分」を記入。 

合計を記入。 

「内部相殺金」と「延滞金」

の場合は、備考欄にその旨を

必ず記載すること。 

◆「労働保険料等滞納事業場報告書」および「労働保険料等納入事業場報告書」の掲載場所 

埼玉労働局 ＞ 各種法令・制度・手続き ＞ 労働保険関係 ＞ 制度全般  

・労働保険徴収関係様式 ＞ 【事務組合関係】（各種様式）＞ 当該様式 
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（６）滞納事業場の委託解除 

滞納事業場が委託解除になった場合、委託解除届に必ず「滞納有り」の表示をし、督励事蹟の確認

できる書類と併せて労働局へご提出ください。解除後も委託期間中の滞納は、事業場に対して納付督

励を行い、労働保険料の滞納の解消を図っていただくこととなります。委託解除時に滞納額を書面等

により通知し、再確認するのも効果的です。 

 

 

  

滞 納の 有無
を記入してく
ださい。 
 滞納がある
場合は、年度・
期別・金額を記
入してくださ
い。 
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５．内部相殺金 

（１）内部相殺金とは 

委託事業場の概算保険料より確定保険料が下回る場合、その差額は基幹の充当分として翌年度の

保険料に充てられます。委託解除の場合や、翌年度へ充当しても余りが出る場合など当該事業場へ

還付となる場合は事務組合の口座から当該事業場へ還付しますが、当該事業場に滞納がある場合は

事業場へ還付せず、滞納額に充てるために国へ納付する必要があります。この処理によって国に納

付する金額を「内部相殺金」といいます。 

 

（２）納付にあたって 

内部相殺金を納付する場合は、領収済通知書「住所氏名欄」余白に「内部相殺金として」と記入

いただき、該当する事業場の枝番号を明示のうえ、基幹番号別に納付してください。 

また、充当の順番については、翌年度概算（委託解除の場合は無し）→滞納保険料（３期→２期

→１期→前年度確定不足…）と充てていきます。 

納付後には、必ず「労働保険料等納入事業場報告書」（P69 を参照）を提出いただきます。その

際、備考欄に内部相殺金である旨を必ず記載してください。 
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◇内部相殺金モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 確定修正 

【A 社】 
 R4 概算１２０   確定７０ 

 

 

 

概算 1 期 40 納付 概算 2 期 40 納付 概算 3 期 40 滞納 

 

確定 70 充当分 50 

 

 

還付分 10 内部相殺金 40 

 

 

 

【事務組合の基幹番号全体】 
 

 

申

告

書

内

訳 

 4 年度概算 4 年度 

確定 

過不足 5 年度 

概算 

5 年度納付すべき額 

1 期 2 期 3 期 1 期 2 期 3 期 

 
A 社 

120  
70 

 
－50 

 
R5.3.31 
委託解除 40 40 滞 

40 

 
B 社 

90  

75 

 

－15 

 

75 
概算 75－充当 15＝60 

 
30 

 
30 

 
30 

25－15 
＝10 

25 
 

25 

 
C 社 

150  

210 

 

+60 

 

210 
 

概算 210＋不足 60＝270 

50 50 50 70+60 
＝130 

70 
 

70 
 

  委託事業場から徴収する期別合計額 

 140 95 95 
  
申

告

書 

 

計 

 
360  

355 

 

－5 

 

285 

 
事務組合から国への期別納付額 

 
120 

 
120 

 
120 

 
95－5 
＝90  

 
95 

 
 95 

 

3 期納付したものとして翌年に充当する 

＝R5 年度に納付すべき額が 50 だけ下がる 

１期 ４０ 
２期 ４０ 
３期 ４０（滞納） 

概算３期として国に納

付する 

140（B 社・C 社）－90（国への納付額） 

＝50 が事務組合の口座に残る 

【事務組合の口座に残る過納 50 について】 
 
 A 社には滞納があるため全額還付することができな
い。よって、納付済額から確定額の差額分だけ還付す
る。 

・A 社への還付 
（納付済額 80）－（確定 70）=（還付 10） 
 

還付後なお余る 40 は、滞納 3 期分に充てるため内部
相殺金として国に納付する。 

（過納 50）－（還付 10）＝（内部相殺金 40） 
 
内部相殺金を納付した場合は、納入事業場報告書

（P69 を参照）にその旨を記入し提出してください。 
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６．確定修正 

（１）過年度の保険料・一般拠出金に誤りがあるとき 

すでに申告・納付された確定労働保険料等（一般拠出金を含む）について、算定基礎賃金額や保

険料率の誤りが判明した場合や、過年度に遡及して雇用保険の資格取得手続きを行った場合は、確

定保険料等を再度計算する必要があります。これを「確定修正」といいます。 

確定修正の結果、新たに納付すべき保険料が生じれば納付書により追加納付する必要があります。 

逆に、払いすぎていた場合は還付請求書を提出する必要があります。 

（ただし、確定修正を行う事業場に滞納がある場合は還付請求書によって滞納部分に充当し、残余

があれば還付することとなります） 

なお、修正の内容によっては、事業場へ出向くなどして修正内容の確認を行うことがあります。 

 

 （２）確定修正の取扱期間 

徴収法第 41 条第 1 項の規定により、労働保険料等を徴収する権利または還付する権利は２年で

時効が完成します。したがって、確定修正の処理を実施する年度から見て、前年度、前々年度の２

年度分が修正の対象となります。 

 

 （３）確定修正に必要な書類 

確定修正に必要な書類は次のとおりです。対象となる年度ごとに書類一式を提出します。したが

って、２年度分の修正を行う場合はそれぞれの年度について書類を提出してください。 

    ① 労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（様式第 6 号） 

    ② 保険料申告書内訳（組様式第 6 号、総コンの場合は組機様式第 10 号、同号（続紙）） 

    ③ その他変更内容によって必要と思われる書類 

     （例：修正前後の賃金等報告、役員報酬がわかる書類など） 

確定修正を行う理由により提出に必要な書類が異なりますので、事前にご連絡ください。 

 

 

 

  

〈注意事項〉 

 還付が生じる場合及び失業事故による遡及適用（取得日の変更を含む）については算定基

礎調査を行います。このような事案が発生した場合は、事前に埼玉労働局総務部労働保険徴

収課事務組合係まで連絡してください。 
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〈確定修正申告の記入例〉 

・年度更新で既に確定申告している事業場の確定額を変更する場合に行います。 

・労災保険の一般賃金総額が修正になる場合は、一般拠出金についても確定修正が必要になります。 

訂正申告の種類を記入する 
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○確定修正の記入例 

 

 

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

71,427

3

項

39

円
31法人番号

項

27

概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

8765421

円

※修正項目

納 付 回 数延納の申請

330

※再入力区分

平成　　　　年　　　　月　　　　日

標準

字体

第3片「記入に当たっての注意事項」を よく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。

0 9

項
29

項
30

※データ指示コード

円
　　11,741,097
拠出金　19,381

21
増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)● ● ●●

（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる

事業所の所在地
さいたま市中央区新都心11-2

048円 (

※検算有無区分 ※算調対象区分

29
26 加入している （ イ ） 労 災 保 険

（ ロ ） 雇 用 保 険

28 ( イ )所在地

27 特 掲 事 業
労働保険

事

業

（ハ） 氏　　名

理事長　埼玉　太郎(ロ)名　　称 法 人 の と き は

代 表 者 の 氏名

事

業

主

（ロ） 名　　称 埼玉協議会労働保険事務組合

― 6016 ― 6203

電話番号

円 円

円
理由

第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－22の(ﾁ))

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))
 (1)廃止　(2)委託

 (3)個別　(4)労働者なし

 (4)その他

郵便番号

) 600

H20.5.125

事業又は
作業の種類

24 事業廃止等

円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ))

円 円

円 円 円

(ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)＋(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾎ)一般拠出金(⑩の(ﾍ)) (ﾍ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾎ)) 23 保険関係

期

別

納

付

額

成立年月日

円

22 第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ))

円

円 円

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

差引額

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい。

－－
項
28

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

，

(ﾎ)

， ， ， ，

(ﾎ)
(ﾎ) １０００分の

項

26
千円

円， ， ， ， ，

項

23

項

22
千円

労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

，千円 円

項

21
，

労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

， ， ，

日 から 平成

項

20

年月算 定 期 間 平成 月 日 まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

⑪ 年

円， ， ， ， ，

9 3
項

36

項

35 91一 般 拠 出 金

（注1）

項

18

項

19

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)

1
千円

円， ，

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

千円

円， ， ， ， ，

項

14

項

13
千円

労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

円， ， ， ， ，

7 1 2 1
項

121 1 7 4労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

(注2) (注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

5

条

第

1

項

に

基

づ

き
、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

項

11
千円

月 日 まで

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

日 から 令和 年

埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

⑦ 算 定 期 間 令和 年 月

項

9

項

10

十 人 項

7

項

6

十 万 千 百

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人

－
日 項

4

項

5－
年

－
月月

－
日 項

3

元号元号

－
年

－

0 0 0
項

2 さいたま市中央区新都心１１番地２

②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

× × × × × －1 1 3 × × 9

管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

あて先　〒３３０－６０１６

項

1
※ 各 種 区 分

①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号

3
枝 番 号

2 7 0 0

下記のとおり申告します。

様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）

労働保険 概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
申告書

雇用保険分

雇用保険分

石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

提 出 用

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

（注2）

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 ⑲申告済概算保険料額

充当額

還付額

不足額
1:労働保険料

のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

口座振替利用の場合

口 座

○○年度確定修正

提出時点の基幹番号全体の申告済確
定保険料額及び一般拠出金額（当該
増額を含めない）を記入する

確定修正をした額

修正申告の種類を記入

する

確定修正の額を加味した確定保険料
を記入する

確定修正の額を加味した一般拠出金
を記入する

確定


